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事　務　執　行　概　要
経営管理課
管理調整グループ
１．連絡調整業務
　　室内業務を円滑に推進するため、室内各グループとの連絡調整を密にし、所管事務の適正な

執行に努めた。
２．人事管理
　　服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務を遂行するとともに、職場

の明朗化並びに事務処理効率の向上に努めた。
３．室内の予算に関すること
　　府営住宅の建設・管理に係る予算措置及び執行等について関係課等との各種調整・協議を行った。
歳出決算額の推移
（単位：千円）
	年
度
	目　　名
	最終予算額
（現年＋前年繰越）
	決算額
	左記財源内訳

	
	
	
	
	特　　定　　財　　源
	一般財源

	
	
	
	
	国　費
	起　債
	その他
	

	H30
	府営住宅費
	府営住宅整備費
	32,402,065
	31,310,661
	15,062,123
	14,557,000
	1,691,538
	0

	
	
	府営住宅管理費

（特定公共賃貸住宅管理費を含む）
	18,453,852
	16,691,121
	1,843,429
	1,823,000
	13,024,692
	0

	
	合　　計
	50,855,917
	48,001,782
	16,905,552
	16,380,000
	14,716,230
	0
	

	R1
	府営住宅費
	府営住宅整備費
	21,398,932
	20,280,279
	9,733,641
	8,491,000
	2,055,638
	0

	
	
	府営住宅管理費

（特定公共賃貸住宅管理費を含む）
	18,937,980
	18,324,633
	2,666,924
	2,630,000
	13,027,709
	0

	
	合　　計
	40,336,912
	38,604,912
	12,400,565
	11,121,000
	15,083,347
	0

	R2
	府営住宅費
	府営住宅整備費
	26,600,854
	23,476,941
	11,288,198
	7,985,000
	4,203,743
	0

	
	
	府営住宅管理費

（特定公共賃貸住宅管理費を含む）
	17,686,098
	16,408,385
	2,233,015
	234,000
	13,941,370
	0

	
	合　　計
	44,286,952
	39,885,326
	13,521,213
	8,219,000
	18,145,113
	0


　

４．国との協議調整
　　社会資本整備総合交付金の予算の要望並びに執行に関して、国と協議調整を行った。

【根拠法令等：公営住宅法、地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に

関する特別措置法】
５．国庫補助金等関係事務に関すること
　　府営住宅の建設および改善に伴う国庫補助金並びに社会資本整備総合交付金及び地域居住機能再生推進事業補助金の交付申請及び受入・繰越事務を行った。
	年度
	補助事業名
	交付決定額

及び
繰越確定額
	受入額
	翌年度へ

繰越額

	H30
	社会資本整備総合交付金
	8,951,176千円
	6,177,599千円
	2,773,577千円

	
	地域居住機能再生推進事業
	14,079,405千円
	11,710,812千円
	2,368,593千円

	
	合　計
	23,030,581千円
	17,888,411千円
	5,142,170千円

	R1
	社会資本整備総合交付金
	8,946,301千円
	6,301,834千円
	2,644,467千円

	
	地域居住機能再生推進事業
	8,598,045千円
	7,062,502千円
	1,535,543千円

	
	合　計
	17,544,346千円
	13,364,336千円
	4,180,010千円

	R2
	社会資本整備総合交付金
	9,854,512千円
	6,805,068千円
	3,049,444千円

	
	地域居住機能再生推進事業
	11,302,741千円
	7,686,359千円
	3,616,382千円

	
	合　計
	21,157,253千円
	14,491,427千円
	6,665,826千円


【根拠法令等：公営住宅法、地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に

関する特別措置法】

６．府営住宅整備基金に関すること
　　府営住宅の用地の取得及び既存の府営住宅の整備のため、不動産売払代金及び運用利息の積立等を行った。

	
	平成30年度末
	令和元年度末
	令和２年度末

	基　金　残　高
	20,512,801千円
	19,161,036千円
	15,516,599千円


【根拠法令等：大阪府基金条例】
計画グループ

　府営住宅施策の企画、立案を行うとともに、施策推進に関する関係機関等との各種調整、協議等を行った。
1． 大阪府営住宅ストック総合活用計画に関すること

府営住宅における今後10年間の活用方針を示した「大阪府営住宅ストック総合活用計画（平成28年12月策定）」に目標として掲げた耐震化率（令和2年度末までに95％以上、令和7年度末までに98％以上）の進捗について、令和２年３月31日時点の耐震性能を府ホームページ上で公表した。
2． 府営住宅資産を活用したまちづくりに関すること

府営住宅資産を活用したまちづくりを推進するため、次のとおり協議等を進めた。
[市町への府営住宅の移管]

大阪市、大東市、門真市と今後の移管予定団地の進め方について協議を行い、池田市と令和2年1月に締結した協定をもとに、令和2年4月に1団地を移管した。また、その他の市町と移管について協議等を進めた。
［府営住宅の空室活用］

活用を希望する団体や地元市町等と協議等を行い、府営住宅の空室を小規模保育所等の子育て支援や、高齢者の見守りや交流等の高齢者支援のほか、障がい者支援や若者の就業支援、移住・定住促進支援等の用途に活用した。

3． 建設事業評価に関すること

府営住宅建替事業の効率性及びその実施過程の透明性の向上を目的とし、事業の各段階で評価

の実施状況について、府ホームページ上で公表した。

　再評価　　1団地

　　　【根拠規定：大阪府建設事業評価実施要綱】

4． 公共住宅事業者等連絡協議会に関すること（執行済額：900,000円）

公共住宅整備の多様化、高度化等に対応し、技術的業務に関する情報の連絡調整等を効果的に実施することにより、公共住宅整備事業の円滑な推進に資することを目的として活動した。

【根拠規定：公共住宅事業者等連絡協議会規約】

推進グループ
１．府営住宅の管理状況
公営住宅法に基づく「公営住宅」、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づく「特定公共賃貸住宅」、「地域特別賃貸住宅」の管理戸数は次のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公営住宅
（府営住宅の種類）　　　　　 特定公共賃貸住宅
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域特別賃貸住宅
指定管理者センター別管理戸数（令和3年3月31日現在）

	管理

センター
	公　営　住　宅
	特公賃・地域特賃
	合  計

	
	木造
	簡耐
	中耐
	高層
	小計
	中耐
	高層
	小計
	

	千里
	0
	0
	7,464
	6,483
	14,307
	75
	212
	287
	14,594

	高槻
	0
	0
	8,430
	3,278
	11,708
	145
	0
	145
	11,853

	枚方
	0
	0
	6,356
	4,206
	10,562
	100
	174
	274
	10,836

	村野
	0
	0
	1,100
	0
	1,100
	0
	0
	0
	1,100

	大東朋来
	0
	0
	706
	749
	1,455
	0
	0
	0
	1,455

	寝屋川
	0
	16
	5,035
	2,996
	8,047
	41
	29
	70
	8,117

	布施
	0
	4
	1,513
	4,017
	5,534
	0
	0
	0
	5,534

	藤井寺
	0
	414
	6,941
	8,397
	15,752
	168
	717
	885
	16,637

	堺東
	0
	0
	6,754
	5,846
	12,600
	0
	0
	0
	12,600

	泉北NT
	0
	0
	9,833
	4,643
	14,476
	0
	0
	0
	14,476

	泉大津
	0
	0
	11,876
	7,963
	19,839
	170
	106
	276
	20,115

	計
	0
	434
	66,008
	48,938
	115,380
	699
	1,238
	1,937
	117,317


２．大阪府営住宅の管理運営業務契約の締結
大阪府営住宅の管理運営を図るため、指定管理者に管理運営業務を委託した。

	地区
	指定管理者名

	北摂①地区

豊中市内、池田市内、箕面市内、吹田市内の
大阪府営住宅


	大阪府住宅供給公社・大阪ガスセキュリティサービス㈱共同体

	北摂②地区

高槻市内、茨木市内、摂津市内、島本町内の

大阪府営住宅


	㈱東急コミュニティー

	泉州地区

岸和田市内、泉大津市内、貝塚市内、泉佐野市内、
和泉市内、高石市内、泉南市内、阪南市内、忠岡町内、熊取町内、田尻町内、岬町内の大阪府営住宅
	㈱東急コミュニティー

	堺市南区（泉北ニュータウン）地区

堺市南区（泉北ニュータウン）内の大阪府営住宅
	大阪府住宅供給公社・日本総合住生活㈱大阪支社共同体

	大阪市、中・南河内地区

大阪市内、八尾市内、松原市内、柏原市内、
羽曳野市内、藤井寺市内、富田林市内、河内長野市内、大阪狭山市内の大阪府営住宅
	㈱東急コミュニティー

	堺市（南区を除く）地区

堺市（南区を除く）内の大阪府営住宅
	㈱東急コミュニティー

	守口市・寝屋川市・門真市地区

守口市内、寝屋川市内、門真市内の大阪府営住宅
	日本管財㈱

	枚方市・大東市・四條畷市・交野市地区

(大東朋来地区及び村野地区除く)

枚方市内、大東市内、四條畷市内、交野市内の
大阪府営住宅
	近鉄住宅管理㈱

	東大阪市地区

東大阪市内の大阪府営住宅
	近鉄住宅管理㈱

	大東朋来地区

大東朋来団地及びペア大東朋来団地の大阪府営住宅
	日本管財㈱

	村野地区

村野団地の大阪府営住宅
	日本管財㈱


執行済額　金7,595,330,000円【根拠法令等：公営住宅法、大阪府営住宅条例、地方自治法】

３．家賃決定
（１）新たに経営開始した公営住宅の令和2年度に適用する家賃を決定した。
　　　　　

決定戸数：356戸（3団地）
	区　　　分
	近傍同種の住宅の家賃
	本来入居者の家賃（第１分位）

	最　　　高
	136,700円
	42,500円

	最　　　低
	　55,800円
	20,400円


　　　　　　　※建替事業に係る負担調整措置を講じる前の家賃
　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）公営住宅の令和3年度に適用する家賃（令和３年４月１日時点）を決定した。
　　　　

決定戸数：115,380戸（307団地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	区　　　分
	近傍同種の住宅の家賃
	本来入居者の家賃（第１分位）

	最　　　高
	 179,100円
	42,300円

	最　　　低
	　16,000円
	 8,600円


※建替事業に係る負担調整措置を講じる前の家賃
【根拠法令等：公営住宅法・同施行令・大阪府営住宅条例・同施行規則】
４．共益費決定
（１）府営住宅（借上公営住宅を除く）の令和3年度に適用する共益費を決定した。
　　　　　

決定戸数：103,028 戸（289団地）
	
	共　益　費

	最　　高
	2,320円

	最　　低
	   30円

	平　　均
	  802円


（２）借上公営住宅の令和3年度に適用する共益費を決定した。　
　　　　　

決定戸数：    84戸（東三国2丁目住宅）　　　　　
	
	共　益　費

	最　　高
	4,610円

	最　　低
	4,610円

	平　　均
	4,610円


　　　　　　　　【根拠法令等：大阪府営住宅条例・同施行規則】
５．グループホーム事業の推進
　　身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者・認知症高齢者グループホーム事業を推進するため、公営住宅の使用を許可した。
６．府営住宅の活用による住まいの支援

　　新型コロナウイルス感染症拡大の影響による解雇や雇い止めなどにより、住宅の退去を余儀なくされる方を対象に、当座の住居を確保できるよう、府営住宅を一時提供した。
　　【令和２年度実績】
　　　一時提供戸数　　３６戸
６．募集入居事務（執行済額26,137,158円）
（１）公営住宅の新築及びあき家の入居者募集を次のとおり行った。　　
1． 総合募集　
（募集期間）
第１回　令和2年　 4月  1日　～　令和2年　 4月 15日
第２回　令和2年   6月  1日　～　令和2年   6月 15日
第３回　令和2年   8月  3日　～　令和2年   8月 17日
第４回　令和2年  10月  1日　～　令和2年  10月 15日
第５回　令和2年  12月  1日　～　令和2年  12月 15日
第６回　令和3年   2月  1日　～　令和3年   2月 15日
	区　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	一般世帯向け
	254
	1,532
	6.0

	
	
	新　築
	9
	102
	11.3

	
	
	あき家
	245
	1,430
	5.8

	
	福祉世帯向け
	381
	3,716
	9.8

	
	
	新　築
	10
	196
	19.6

	
	
	あき家
	371
	3,520
	9.5

	
	新婚・子育て世帯向け
	270
	376
	1.4

	
	
	新　築
	10
	37
	3.7

	
	
	あき家
	260
	339
	1.3

	
	期限付入居住宅
	8
	15
	1.9

	
	
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	15
	1.9

	
	親子近居
	9
	5
	0.6

	
	シルバーハウジング
	5
	59
	11.8

	
	車いす常用者世帯向け
	22
	58
	2.6

	
	
	新　築
	1
	1
	1.0

	
	
	あき家
	21
	57
	2.7

	
	合　　　計
	949
	5,761
	6.1

	第２回
	一般世帯向け
	221 
	1,181
	5.3

	
	
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	221
	1,181
	5.3

	
	福祉世帯向け
	339 
	3,484
	10.3

	
	
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	339
	3,484
	10.3

	
	新婚・子育て世帯向け
	240 
	336
	1.4

	
	
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	240
	336
	1.4

	
	期限付入居住宅
	8 
	14
	1.8

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	14
	1.8

	
	親子近居
	9 
	2
	0.2

	
	シルバーハウジング
	4 
	59
	14.8

	
	車いす常用者世帯向け
	9 
	20
	2.2

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	9
	20
	2.2

	
	合　　　計
	830 
	5,096
	6.1


	区　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第３回
	一般世帯向け
	277
	1,499
	5.4

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	277
	1,499
	5,4

	
	福祉世帯向け
	416
	3,554
	8.5

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	416
	3,554
	8.5

	
	新婚・子育て世帯向け
	294
	270
	0.9

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	294
	270
	0.9

	
	期限付入居住宅
	8
	24
	3,0


	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	24
	3.0

	
	親子近居
	9
	0
	0.0

	
	シルバーハウジング
	8
	91
	11.4

	
	車いす常用者世帯向け
	20
	39
	2.0

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	20
	39
	2.0

	
	合　　　計
	1,032
	5,477
	5.3

	第４回
	一般世帯向け
	275
	2,032
	7.4

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	275
	2,032
	7.4

	
	福祉世帯向け
	418
	3,495
	8.4

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	418
	3,495
	8.4

	
	新婚・子育て世帯向け
	299
	243
	0.8

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	299
	243
	0.8

	
	期限付入居住宅
	8
	25
	3.1

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	25
	3.1

	
	親子近居
	9
	1
	0.1

	
	シルバーハウジング
	5
	17
	3.4

	
	車いす常用者世帯向け
	12
	21
	1.8

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	12
	21
	1.8

	
	合　　　計
	1,026
	5,834
	5.7


	区　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第５回
	一般世帯向け
	241
	1,837
	7.6

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	241
	1,837
	7.6

	
	福祉世帯向け
	363
	3,575
	9.8

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	363
	3,575
	9.8

	
	新婚・子育て世帯向け
	256
	292
	1.1

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	256
	292
	1.1

	
	期限付入居住宅
	8
	11
	1.4

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	11
	1.4

	
	親子近居
	9
	3
	0.3

	
	シルバーハウジング
	3
	52
	17.3

	
	車いす常用者世帯向け
	12
	47
	3.9

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	12
	47
	3.9

	
	合　　　計
	892
	5,817
	6.5

	第６回
	一般世帯向け
	240
	2,028
	8.5

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	240
	2,028
	8.5

	
	福祉世帯向け
	357
	3,602
	10.1

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	357
	3,602
	10.1

	
	新婚・子育て世帯向け
	255
	340
	1.3

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	255
	340
	1.3

	
	期限付入居住宅
	8
	19
	2.4

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	19
	2.4

	
	親子近居
	9
	1
	0.1

	
	シルバーハウジング
	7
	81
	11.6

	
	車いす常用者世帯向け
	18
	45
	2.5

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	18
	45
	2.5

	
	合　　　計
	894
	6,116
	6.8


	区　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	合計
	一般世帯向け
	1,508
	10,109
	6.7

	
	　
　
	新　築
	9
	102
	11.3

	
	
	あき家
	1,499
	10,007
	6.7

	
	福祉世帯向け
	2,274
	21,426
	9.4

	
	　
　
	新　築
	10
	196
	19.6

	
	
	あき家
	2,264
	21,230
	9.4

	
	新婚・子育て世帯向け
	1,614
	1,857
	1.2

	
	　
　
	新　築
	10
	37
	3.7

	
	
	あき家
	1,604
	1,820
	1.1

	
	期限付入居住宅
	48
	108
	2.3

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	48
	108
	2.3

	
	親子近居
	54
	12
	0.2


	
	シルバーハウジング
	32
	359
	11.2

	
	車いす常用者世帯向け
	93
	230
	2.5

	
	　
　
	新　築
	1
	1
	1.0

	
	
	あき家
	92
	229
	2.5

	
	合　　　計
	5,623
	34,101
	6.1


イ．随時募集
総合募集を実施後、応募割れした住宅について、府営住宅の有効活用と早期あっせんを促進するため、総合募集とは別に、直接受付けによる随時募集を実施した。
また、募集期間終了後更に応募割れがあった住宅について、通年の随時募集を実施した。
（大阪府住宅供給公社・大阪ガスセキュリティサービス株式会社共同体　千里管理センター）
　　　　　　　　　　　　　　　（募集期間）　　　　　　　　　　　   （抽選日）　
第1回　　令和2年   5月 14日　～  5月 20日　　　　令和2年　 5月 25日
第２回　　令和2年   7月 16日　～  7月 22日　　　　令和2年   7月 28日
第３回　　令和2年   9月 10日　～  9月 16日　　　　令和2年   9月 18日
第４回　　令和2年  11月 12日　～ 11月 18日　　　　令和2年  11月 20日
第５回　　令和3年   1月 14日　～  1月 20日　　　　令和3年   1月 21日
第６回　　令和3年   3月 11日　～  3月 17日　　　　令和3年   3月 18日
通　年　　令和2年 　4月  1日　～　令和3年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	18戸
	102件
	5.7 

	第２回
	15戸
	51件
	3.4 

	第３回
	19戸
	25件
	1.3 

	第４回
	14戸
	65件
	4.6 

	第５回
	11戸
	77件
	7.0 

	第６回
	20戸
	53件
	2.7 

	合　計
	97戸
	373件
	3.8 

	通　年
	－
	23件
	－


　　　　　　※通年随時募集は先着順のため、応募者数・応募倍率に含まない。（以下、同じ）

（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅高槻管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　　　　（抽選日）　
第1回　　令和2年   5月 20日　～  5月 28日　　　　令和2年　 5月 29日
第２回　　令和2年   7月 21日　～  7月 30日　　　　令和2年   7月 31日
第３回　　令和2年   9月 15日　～  9月 24日　　　　令和2年   9月 25日
第４回　　令和2年  11月 18日　～ 11月 26日　　　　令和2年  11月 27日
第５回　　令和3年   1月 20日　～  1月 27日　　　　令和3年   1月 28日
第６回　　令和3年   3月 17日　～  3月 25日　　　　令和3年   3月 26日
通　年　　令和2年 　4月  1日　～　令和3年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	64戸
	51件
	0.8 

	第２回
	64戸
	34件
	0.5 

	第３回
	73戸
	81件
	1.1 

	第４回
	48戸
	33件
	0.7 

	第５回
	32戸
	11件
	0.3 

	第６回
	28戸
	8件
	0.3 

	合　計
	309戸
	218件
	0.7 

	通　年
	－
	70件
	－


（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅枚方管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　　　　（抽選日）　
第1回　　令和2年   5月 15日　～  5月 22日　　　　令和2年　 5月 27日
第２回　　令和2年   7月 17日　～  7月 22日　　　　令和2年   7月 29日
第３回　　令和2年   9月 11日　～  9月 18日　　　　令和2年   9月 28日
第４回　　令和2年  11月 13日　～ 11月 20日　　　　令和2年  11月 25日
第５回　　令和3年   1月 15日　～  1月 22日　　　　令和3年   1月 27日
第６回　　令和3年   3月 12日　～  3月 19日　　　　令和3年   3月 26日
通　年　　令和2年 　4月  1日　～　令和3年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	65戸
	14件
	0.2 

	第２回
	73戸
	34件
	0.5 

	第３回
	66戸
	12件
	0.2 

	第４回
	78戸
	26件
	0.3 

	第５回
	67戸
	22件
	0.3 

	第６回
	76戸
	32件
	0.4 

	合　計
	425戸
	140件
	0.3 

	通　年
	－
	114件
	－


（日本管財株式会社　大阪府営住宅村野管理センター）
（受付日及び抽選日）
第1回　　令和2年   5月 22日
（募集期間）　　　　　　　　　　　　　     （抽選日）　
第２回　　令和2年   7月 17日　～  7月 27日　　　　令和2年   7月 28日
第３回　　令和2年   9月 11日　～  9月 17日　　　　令和2年   9月 18日
第４回　　令和2年  11月 13日　～ 11月 19日　　　　令和2年  11月 24日
第５回　　令和3年   1月 15日　～  1月 22日　　　　令和3年   1月 26日
第６回　　令和3年   3月 12日　～  3月 19日　　　　令和3年   3月 23日
通　年　　令和2年 　4月  1日　～　令和3年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	7戸
	1件
	0.1 

	第２回
	17戸
	2件
	0.1 

	第３回
	12戸
	1件
	0.1 

	第４回
	14戸
	0件
	0.0 

	第５回
	14戸
	1件
	0.1 

	第６回
	13戸
	0件
	0.0 

	合　計
	77戸
	5件
	0.1 

	通　年
	－
	5件
	－


（日本管財株式会社　大阪府営住宅大東朋来管理センター）
　　　　　　　　　　  （受付日及び抽選日）
第1回　　令和2年   5月 22日
（募集期間）　　　　　　　　　　　　　     （抽選日）　
第２回　　令和2年   7月 17日　～  7月 27日　　　　令和2年   7月 28日
第３回　　令和2年   9月 11日　～  9月 17日　　　　令和2年   9月 18日
第４回　　令和2年  11月 13日　～ 11月 19日　　　　令和2年  11月 24日
第５回　　令和3年   1月 15日　～  1月 22日　　　　令和3年   1月 26日
第６回　　令和3年   3月 12日　～  3月 19日　　　　令和3年   3月 23日
通　年　　令和2年 　4月  1日　～　令和3年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	4戸
	4件
	1.0 

	第２回
	4戸
	3件
	0.8 

	第３回
	2戸
	1件
	0.5 

	第４回
	6戸
	2件
	0.3 

	第５回
	6戸
	1件
	0.2 

	第６回
	5戸
	2件
	0.4 

	合　計
	27戸
	13件
	0.5 

	通　年
	－
	7件
	－


（日本管財株式会社　大阪府営住宅寝屋川管理センター）
（受付日及び抽選日）
第1回　　令和2年   5月 22日
（募集期間）　　　　　　　　　　　　　     （抽選日）　
第２回　　令和2年   7月 17日　～  7月 27日　　　　令和2年   7月 28日
第３回　　令和2年   9月 11日　～  9月 17日　　　　令和2年   9月 18日
第４回　　令和2年  11月 13日　～ 11月 19日　　　　令和2年  11月 24日
第５回　　令和3年   1月 15日　～  1月 22日　　　　令和3年   1月 26日
第６回　　令和3年   3月 12日　～  3月 19日　　　　令和3年   3月 23日
通　年　　令和2年 　4月  1日　～　令和3年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	29戸
	18件
	0.6 

	第２回
	46戸
	15件
	0.3 

	第３回
	39戸
	10件
	0.3 

	第４回
	27戸
	26件
	1.0 

	第５回
	30戸
	17件
	0.6 

	第６回
	35戸
	23件
	0.7 

	合　計
	206戸
	109件
	0.5 

	通　年
	－
	38件
	－


（近鉄住宅管理株式会社　大阪府営住宅布施管理センター）
（募集期間） 　　　　　　　　　（抽選日）　
第1回　　令和2年   5月 15日　～  5月 22日　　　　令和2年　 5月 27日
第２回　　令和2年   7月 17日　～  7月 22日　　　　令和2年   7月 28日
第３回　　令和2年   9月 11日　～  9月 18日　　　　令和2年   9月 28日
第４回　　令和2年  11月 13日　～ 11月 20日　　　　令和2年  11月 27日
第５回　　令和3年   1月 15日　～  1月 22日　　　　令和3年   1月 29日
第６回　　令和3年   3月 12日　～  3月 19日　　　　令和3年   3月 26日
通　年　　令和2年 　4月  1日　～　令和3年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	1戸
	1件
	1.0 

	第２回
	3戸
	33件
	11.0 

	第３回
	4戸
	24件
	6.0 

	第４回
	3戸
	8件
	2.7 

	第５回
	4戸
	17件
	4.3 

	第６回
	－
	－
	－

	合　計
	15戸
	83
	5.5 

	通  年
	　　－
	0件
	－


（株式会社東急コミュニティー　藤井寺管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　（抽選日）　
第1回　　令和2年   5月 20日　～  5月 28日　　　　令和2年　 5月 29日
第２回　　令和2年   7月 21日　～  7月 30日　　　　令和2年   7月 31日
第３回　　令和2年   9月 15日　～  9月 24日　　　　令和2年   9月 25日
第４回　　令和2年  11月 18日　～ 11月 26日　　　　令和2年  11月 27日
第５回　　令和3年   1月 20日　～  1月 27日　　　　令和3年   1月 28日
第６回　　令和3年   3月 17日　～  3月 25日　　　　令和3年   3月 26日
通　年　　令和2年 　4月  1日　～　令和3年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	33戸
	22件
	0.7 

	第２回
	117戸
	3件
	0.0 

	第３回
	109戸
	14件
	0.1 

	第４回
	99戸
	54件
	0.5 

	第５回
	88戸
	26件
	0.3 

	第６回
	56戸
	46件
	0.8 

	合　計
	502戸
	165件
	0.3 

	通　年
	－
	131件
	－


（株式会社東急コミュニティー　堺東管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　（抽選日）
第1回　　令和2年   5月 20日　～  5月 28日　　　　令和2年　 5月 29日
第２回　　令和2年   7月 21日　～  7月 30日　　　　令和2年   7月 31日
第３回　　令和2年   9月 15日　～  9月 24日　　　　令和2年   9月 25日
第４回　　令和2年  11月 18日　～ 11月 26日　　　　令和2年  11月 27日
第５回　　令和3年   1月 20日　～  1月 27日　　　　令和3年   1月 28日
第６回　　令和3年   3月 17日　～  3月 25日　　　　令和3年   3月 26日
通　年　　令和2年 　4月  1日　～　令和3年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	27戸
	33件
	1.2 

	第２回
	16戸
	44件
	2.8 

	第３回
	19戸
	25件
	1.3 

	第４回
	31戸
	21件
	0.7 

	第５回
	21戸
	26件
	1.2 

	第６回
	31戸
	39件
	1.3 

	合　計
	145戸
	188件
	1.3 

	通　年
	－
	38
	－


（大阪府住宅供給公社・日本総合住生活株式会社共同体　泉北ニュータウン管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　（抽選日）　
第1回　　令和2年   5月 14日　～  5月 20日　　　　令和2年　 5月 21日
第２回　　令和2年   7月 16日　～  7月 22日　　　　令和2年   7月 27日
第３回　　令和2年   9月 10日　～  9月 16日　　　　令和2年   9月 17日
第４回　　令和2年  11月 12日　～ 11月 18日　　　　令和2年  11月 19日
第５回　　令和3年   1月 14日　～  1月 20日　　　　令和3年   1月 21日
第６回　　令和3年   3月 11日　～  3月 17日　　　　令和3年   3月 18日
通　年　　令和2年 　4月  1日　～　令和3年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	49戸
	30件
	0.6 

	第２回
	38戸
	11件
	0.3 

	第３回
	6戸
	10件
	1.7 

	第４回
	49戸
	11件
	0.2 

	第５回
	54戸
	7件
	0.1 

	第６回
	39戸
	6件
	0.2 

	合　計
	235戸
	75件
	0.3 

	通　年
	－
	115件
	－


（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅泉大津管理センター）
　　　　　　　　　　　　　　　     （募集期間）　　　　　　　      （抽選日）　
第1回　　令和2年   5月 20日　～  5月 28日　　　　令和2年　 5月 29日
第２回　　令和2年   7月 21日　～  7月 30日　　　　令和2年   7月 31日
第３回　　令和2年   9月 15日　～  9月 24日　　　　令和2年   9月 25日
第４回　　令和2年  11月 18日　～ 11月 26日　　　　令和2年  11月 27日
第５回　　令和3年   1月 20日　～  1月 27日　　　　令和3年   1月 29日
第６回　　令和3年   3月 17日　～  3月 25日　　　　令和3年   3月 26日
通　年　　令和2年 　4月  1日　～　令和3年 3月31日
	区　　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	44戸
	17件
	0.4 

	第２回
	48戸
	7件
	0.1 

	第３回
	71戸
	21件
	0.3 

	第４回
	120戸
	10件
	0.1 

	第５回
	41戸
	4件
	0.1 

	第６回
	59戸
	11件
	0.2 

	合　計
	383戸
	70件
	0.2 

	通　年
	－
	151件
	－


ウ．収入減少者に対する府営住宅のあっせん
（ア）都市再生機構又は大阪府住宅供給公社の賃貸住宅の入居者で、収入の著しい低下等のため当該住宅に引き続き入居することが困難になった者に対して、機構年１回、公社年2回府営住宅のあっせんを実施した。

	区　　分
	申請数
	合格数
	不合格数

	都市再生機構
	第１回
	0件
	0件
	0件

	大阪府住宅供給公社
	第１回
	4件
	4件
	0件

	
	第２回
	 6件
	6件
	0件


（イ）特定公共賃貸住宅の入居者で、収入の著しい低下のため当該住宅に引き続き入居することが困難になった者に対して、公営住宅のあっせんを実施した。
	区　　分
	申請数
	合格数
	不合格数

	特定公共賃貸住宅
	0件
	0件
	0件


エ．特定・優先入居（公営住宅法第22条第1項、同法施行令第5条及び大阪府営住宅条例第6条第4項、同施行規則第7条）
（ア）災害、不良住宅の撤去等の特別の事由がある場合において、特定の者に対して、府営住宅のあっせんを実施した。
	受付数
	内　　　　　　　　　　訳

	
	公共
事業
	災害
	引揚者
	不良

住宅
	航空機

公害
	その他

	件
	2件
	0件
	0件
	0件
	0件
	0件


（イ）府営住宅入居者のうち、他の府営住宅へ住み替えを希望する者に対して、一定の要件を基に次のとおり住み替え申請を受け付けた。
	住宅替受付件数

	内　　　　　　　　訳
	

	
	世帯員
増加・減少
	昇降
困難
	親子
近居
	建替
事業
	借上公営期間満了
	その他
	辞退

	434件
	12件
	298件
	5件
	0件
	0件
	119件
	50件


【根拠法令等：公営住宅法、同施行令、大阪府営住宅条例、同施行規則】
（２）特定公共賃貸住宅（特別募集）の募集を次のとおり行った。
募集期間　　令和2年 4月　　～　　令和3年3月
	区　分
	応募者数
	対　　象　　住　　宅

	あき家
	50件
	千里佐竹台、千里高野台、茨木東奈良、摂津正雀、

枚方片鉾、大東北新町、大東末広、

寝屋川池田、八尾志紀、富田林錦ヶ丘、河内長野木戸、

岸和田額原、泉大津東助松、泉大津なぎさ、貝塚王子、泉佐野泉ヶ丘


　　　　　　　　　　　【根拠法令等：特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律、

大阪府営住宅条例、同施行規則】
（３）府営住宅の新築及びあき家等の入居者募集による入居状況は次のとおりであった。
令和２年度　入居あっせん状況
	応募区分
	入居承認の
取扱件数
	入居辞退・
取消件数
	入居件数

	総合
募集
	一般世帯向け
	新築
	17件
	2件
	15件

	
	
	あき家
	633件
	32件
	601件

	
	福祉世帯向け
	新築
	15件
	3件
	12件

	
	
	あき家
	615件
	21件
	594件

	
	新婚・子育て世帯向け
	新築
	23件
	4件
	19件

	
	
	あき家
	454件
	23件
	431件

	
	期限付入居住宅
	新築
	0件
	0件
	0件

	
	
	あき家
	27件
	0件
	27件

	
	親子近居向け
	4件
	0件
	4件

	
	シルバーハウジング
	20件
	0件
	20件

	
	車いす常用者世帯向け
	新築
	8件
	1件
	7件

	
	
	あき家
	36件
	1件
	35件

	
	福祉世帯向け
（単身者向け）
	新築
	4件
	0件
	4件

	
	
	あき家
	670件
	41件
	629件

	
	全応募区分における事故住宅
	88件
	10件
	78件

	随時
募集
	世帯向け
	497件
	26件
	471件

	
	単身者向け
	336件
	19件
	317件

	特定入居（住宅替えを除く）
	1件
	0件
	1件

	優先
入居
	引揚者
	0件
	0件
	0件

	
	特公賃
	0件
	0件
	0件

	
	都市再生機構・公社
	10件
	0件
	10件

	住宅替え
	146件
	10件
	136件

	特定公共賃貸住宅特別募集
	49件
	1件
	48件

	合　　計
	3,653件
	194件
	3,459件


収納促進グループ
１．収納事務
府営住宅使用料等、住宅の管理に伴う諸収入金について適正な収納事務の執行に努めた。また、入居者に対し、収入申告書の提出を求めるとともに、未申告者については収入調査等を行うことにより、収入の認定及び高額所得者等の認定を行った。
なお、入居者の申請に基づき特に収入が低いと認められる者については、家賃減免の措置をした。
（１）収納      
　ア．府営住宅使用料等の収納状況

	項　　　目
	調　定　額　Ａ
	収　納 済 額　Ｂ
	Ｂ／Ａ

	府営住宅
使用料
	家  賃
	29,851,045,151
	円
	27,888,010,751
	円
	93.42
	％

	
	共益費
	866,177,778
	円
	833,850,579
	円
	96.27
	％

	小　　計
	30,717,222,929
	円
	28,721,861,330
	円
	93.50
	％

	特定公共賃貸
住宅使用料
	家  賃
	949,984,722
	円
	907,556,942
	円
	95.53
	％

	
	共益費
	11,602,124
	円
	11,132,830
	円
	95.96
	％

	小　　計
	961,586,846
	円
	918,689,772
	円
	95.54
	％

	合    計
	31,678,809,775
	円
	29,640,551,102
	円
	93.57
	％


イ．府営住宅管理に伴う諸収入の収納状況

	項　　　　　　目
	調　定　額　Ａ
	収 入 済 額　Ｂ
	Ｂ／Ａ

	雑入
	府営住宅損害金
	2,796,492,039
	円
	395,263,955
	円
	14.13
	％

	
	特公賃住宅損害金
	73,638,418
	円
	10,828,721
	円
	14.71
	％

	
	退去時補修費損害賠償金
	61,279,143
	円
	61,279,143
	円
	100.00
	％

	
	府営住宅使用者保証金運用益金
	22,401
	円
	22,401
	円
	100.00
	％

	
	特公賃住宅使用者保証金運用益金
	1,303
	円
	1,303
	円
	100.00
	％

	合     　　計
	2,931,433,304
	円
	467,395,523
	円
	15.94
	％


【根拠法令等：公営住宅法、大阪府営住宅条例、同施行規則】
（２）収入調査
	調　査　対　象
	令和2年４月１日時点の入居者

	調　    査　 　 数
	2,817


           　　　　　　　　　　　　　　　　　【根拠法令等：公営住宅法・大阪府営住宅条例】
（３）収入認定
収入認定数
　　　　97,156
収入基準超過認定数　　7,723（うち高額所得者　155）
           　　　　　　　　　　　　　　　　　【根拠法令等：公営住宅法・大阪府営住宅条例】
（４）家賃等の減免及び徴収猶予処理状況

	項　　　　目
	申請
	認定
	却下

	減免
	家賃・共益費
	15,642件
	14,742件
	　900件

	
	共　 益　 費
	　　 0件
	　　 0件
	　　0件

	徴　収　猶　予
	　　 0件
	　　 0件
	　　0件

	合　計
	15,642件
	14,742件
	　900件


　　　　うち、新型コロナウイルス感染症の影響により収入が著しく減少した方に対する家賃等の
減免　359件
根拠法令等：公営住宅法・大阪府営住宅条例・同施行規則、

大阪府営住宅家賃等の減免に関する要綱】

２．滞納対策

　　文書、電話、訪問などによる督促を行い、滞納の解消に努めるとともに、それでも滞納解消に応じない者については、滞納４カ月で契約を解除し、住宅の明渡訴訟、強制執行の手続きを行った。

（１）督促状況

　　　　　督促状送付　　　　　　　79,849件

　　　　　保証人通知送付　　　　　14,542件

保証人請求送付　　　　　   230件
催告及び解除通知　　　　 3,086件

（２）訴訟・和解の状況（不適正入居者を含む）

　　　　　明渡訴訟　　　　　　　　　　270件

和解 　　　　　　　　　　　　32件

（３）強制執行の状況

　　　　　動産差押・明渡予告　　　　　342件

　　　　　住宅明渡し　　　　　　　　　293件

３．高額所得者対策

（１）高額所得者の認定、明渡勧告の実施

　　　　公営住宅入居者のうち、高額所得者に対し認定通知を行った。また、高額所得者に対し明渡期限を示し府営住宅の明渡勧告を行なった。

　　　

　　　　　　認定通知実施件数　　　　　177件

　

（２）明渡請求の実施

　　　　明渡勧告期限を経過した高額所得者に対し、明渡請求を行い、期限を示して契約解除を通知した。

　　　　　　明渡請求件数　　　　　　　　　　　　136件

（以下、明渡請求後の件数）

退去した件数　　　              　　 81件

高額所得者明渡請求を取り消した件数　 41件

明渡期限を延長した件数　　　　　　　  8件

契約解除件数　　          　　　　　  6件

【根拠法令等：公営住宅法、同法施行令、大阪府営住宅条例、同施行規則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　高額所得者に対する公営住宅明渡請求措置に関する要綱】
住宅整備課
事業推進グループ、建替事業グループ

〔建替事業〕

　老朽化した府営簡易耐火住宅及び中層耐火住宅を土地の有効かつ高度利用した良好な中高層住宅として建替え、周辺地域も含めた住環境整備を図るため、基本設計、入居者との建替協議をはじめ、さらには、周辺住民・地元市町・関係機関等との協議などの建替事業の推進により府営住宅の建設を行った。
１．建替協議及び事業着手

入居者等との協議により建替えの協議を経て、事業着手した。

	項　目
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	
	
	木造
	簡易耐火
	中層耐火成23年度

木造
簡易耐火
中層耐火
新規

0
0
0
0
－

2
0
0
2
0

2
0
0
2
0火
	高層耐火
	
	木造
	簡易耐火
	中層耐火
	高層耐火
	
	木造
	簡易耐火
	中層耐火
	高層耐火

	事業着手団地
	(団地)
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	事業完了団地
	(団地)
	4
	0
	0
	4
	0
	1
	0
	0
	1
	0
	3
	0
	0
	3
	0


※事業着手は、１期の仮移転又は杭工事等の着工
事業完了は、最終期の住棟建設完了時点

２．あいあい住宅の建設　

高齢者をはじめ誰もが住みやすいように、浴槽部分の落とし込み、浴室・便所の手すり設置、住戸内部の段差解消等に加え、３カ所給湯方式の採用、洗面所・便所等の面積拡大等を行った「あいあい住宅」を建設した。

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	建　設　戸　数
	（戸）
	0
	728
	580


【根拠法令等：公営住宅法】　
３．車いす常用者世帯向住宅（ＭＡＩハウス）の建設　

　　ＭＡＩハウスについては、入居者の障がいの程度や内容を測定し、ハーフメイド方式により建設した。

	　
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	建　設　戸　数
	（戸）
	0
	15
	9


【根拠法令等：公営住宅法】　
４．公営住宅用途廃止に係る承認申請

公営住宅法に基づき、除却する公営住宅及び共同施設の用途廃止を行った。

	項　　　　　　目
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	建替事業に伴う用途廃止【37条】
	(団地)
	0
	1
	0

	建替事業に伴う用途廃止(変更)【37条】
	(団地)
	1
	1
	2

	用途廃止【44条】
	(団地)
	6
	6
	4


（注）用途廃止【44条】は建替事業に加え、集約事業に伴うものを含む。

５．委託業務

　　建替事業に伴う基本設計等の委託業務を行った。

	項　　　　　　目
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	基本計画
	(団地)
	0
	0
	0

	基　本・実　施　設　計
	(団地)
	6
	3
	8

	測量
	(件)
	7
	7
	3

	地積測量図作成
	（件）
	5
	6
	2

	その他
	（件）
	0
	10
	2


６．空家補修

　　建替事業に伴う、団地内での仮移転の空家補修を行った。

	項　　　　　目
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	空家補修
	(団地)
	5
	2
	4


７．建替に伴う移転

建替事業に伴う移転補償、仮移転先民間借家の借上及び退去時補修、民間借家契約時の不動産斡旋を行った。

（１）移転補償

建替事業等に伴う仮移転、建替完了住宅への入居、他の府営住宅への住宅替え、建替対象住

宅からの退去の移転補償を行った。

	項　　　　　目
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	仮移転
	(団地)
	1
	2
	1

	
	(戸)
	6
	111
	72

	本移転・住宅替
	(団地)
	10
	10
	5

	
	(戸)
	1,035
	1,104
	61

	退去
	(団地)
	10
	9
	3

	
	   (戸)
	52
	36
	13


（２）仮住居借上等

建替事業に伴い民間借家への仮移転が必要な入居者について民間借家の借り上げを行った。また、民間借家契約の解除時に必要となる退去時補修費について支払った。
	項　　　　　目
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	民間借家借上
	(月)
	延323
	延30
	0

	民間借家退去時補修
	　 (戸)
	0
	6
	0


（３）不動産斡旋

民間借家の借上を不動産斡旋業者により行った。

	項　　　　　目
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	民間借家斡旋
	(戸)
	5
	0
	0


【根拠法令等：公営住宅法、府営住宅建替えに関する要綱、宅地建物取引業法】
８．埋蔵文化財の調査

　　建替事業に伴い、府教育委員会並びに市町教育委員会等に埋蔵文化財の調査を依頼した。

	項　　　　　目
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	文化財調査
	(団地)
	1
	3
	3


【根拠法令等：文化財保護法】
９．負担金協定等による負担

　　建替事業に伴い、設備施設等に関する工事負担金等を支出した。

	項　　　　　目
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	水道工事
	(団地)
	2
	3
	2

	水道口径別加入金
	(団地)
	1
	0
	0

	ガス工事
	(団地)
	2
	2
	2

	その他工事
	(団地)
	15
	5
	6


【根拠法令等：各市水道事業給水条例、ガス事業法】 
10．建替えに伴うリース風呂補償

建替事業に伴い、リース風呂を撤去する場合にリース風呂残存価値分の補償費を支出した。

	項　　　　　目
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	リース風呂補償費
	(団地)
	5
	8
	5


11．新築公募に係る関係資料の作成に関すること。

　　総合募集：4月・6月・8月・10月・12月・2月

【根拠法令等：公営住宅法】

12.民活手法による府営住宅建替事業の推進に関すること
　府営吹田藤白台住宅（第2期）について、民活事業者が建設工事を実施し、これに対するモニタリングを行った。

府営吹田佐竹台住宅（5丁目）及び吹田高野台住宅（4丁目）について、民活事業者が建設工事を実施し、これに対するモニタリングを行った。
	土地の所在
	府営住宅
	活用用地
	民活事業者

	吹田市藤白台
３丁目、１丁目 
	府営住宅420戸、付帯施設対価　6,793,731 千円
入居者移転の支援を含む
	分譲集合住宅　185戸
対価2,571,656 千円

(約9,014㎡)
	東レ建設グループ


○府営吹田藤白台住宅（第2期）の事業概要
	土地の所在
	府営住宅
	活用用地
	民活事業者

	吹田市佐竹台５丁目、

同　高野台４丁目 
	府営住宅240戸、付帯施設対価　4,889,020千円
入居者移転の支援を含む
	分譲戸建住宅　74戸
対価1,811,788 千円

(約16,604㎡)
	東レ建設グループ


○府営吹田佐竹台住宅（5丁目）及び吹田高野台住宅（4丁目）の事業概要
【根拠法令等：公営住宅法、ＰＦＩ法等】　

〔集約事業〕

１．集約に伴う移転
（１）移転補償

大阪府営住宅ストック総合活用計画に基づき、耐震改修の施工性等により耐震化を図ることが困難な住棟や、入居者を募集しても応募倍率が1倍未満となるような需要が低い団地について、入居者への適切な対応を図り集約を進めている。

　　　（単位：戸）　　

	団地名
	着手年度
	集約
管理戸数
	着手時
入居戸数
	令和元年度末
対象戸数
	令和２年度末
対象戸数
	令和２年度
移転戸数

	原山台３丁
	H25
	294
	210
	16
	14
	1

	原山台４丁
	H25
	85
	55
	0
	0
	0

	高倉台センター
	H26
	209
	160
	1
	0
	2

	高倉台第３
	H26
	104
	91
	1
	2
	0

	晴美台第４
	H27
	324
	229
	7
	5
	2

	槇塚台第１
	H27
	320
	226
	61
	22
	31

	貝塚三ツ松
	H28
	582
	333
	134
	92
	42

	泉佐野見出
	H29
	40
	27
	15
	14
	1

	貴望ケ丘
	H29
	70
	48
	28
	23
	3

	東鳥取石田
	H29
	330
	212
	138
	105
	34

	清滝
	H30
	130
	92
	53
	25
	27

	原山台３丁（後期）
	H30
	90
	60
	54
	29
	24

	原山台５丁
	H30
	170
	119
	113
	65
	46

	御池台２丁
	R1
	90
	44
	42
	27
	14

	赤坂台３丁
	R1
	250
	154
	146
	110
	33

	計
	－
	3,088
	2,060
	809
	553
	260


　【根拠法令等：公営住宅法、府営住宅の耐震性の低い住宅等の用途廃止に関する要綱】　
(注)・着手年度は、住民説明会を実施した年度を記載。
・対象戸数は移転補償対象となる戸数であり、移転補償対象外（契約解除、地位承継不可、単身死亡等）を含まないため、入居者の状況により変動する。
・移転戸数は、移転補償対象外の退去戸数は含まない。

２．集約に伴うリース風呂補償

集約事業に伴い、集約される住戸および移転先住戸として確保している住戸にリース風呂が設置されている場合、その住戸が空家である期間についてリース風呂残存価値分の補償費を支出した。

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	リース風呂補償費
	(団地)
	10
	14
	0


〔耐震改修事業（中層住宅）〕
大阪府営住宅ストック総合活用計画に基づき、耐震性の低い中層住宅について、耐震改修計画策定業務を委託し、耐震診断の実施及び耐震改修補強計画を策定し、入居者への説明及び協議を行うなど、耐震改修を進めている。
１．委託業務

耐震診断の実施や耐震改修計画の策定

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	耐震診断実施・耐震改修計画策定
	（団地）
	0
	0
	0


２．耐震改修工事

耐震性の低い中層住宅について、入居者への説明及び協議を経て、耐震改修工事を行った。

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	耐　震　改　修　工　事
	（団地）
	1
	1
	2

	
	（戸）
	205
	688
	545


３．耐震改修に伴うリース風呂補償

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	リース風呂補償費
	(団地)
	0
	1
	1


耐震改修事業に伴い、用途廃止される住戸にリース風呂が設置されている場合にリース風呂残存価値分の補償費を支出した。

〔用地管理事業〕

　建替事業に伴い、土地境界確定事務を行い、用地活用等による手続きを行った。
１．建替事業に係る用地活用等による処分状況等

　（１）府営住宅用地を、道路敷として東大阪市に無償譲渡を行った。

　　（土地）

	住宅名
	所在地
	面積（実測）
	譲渡年月日
	譲渡先

	東大阪中鴻池
	東大阪市中鴻池町三丁目
443番１、610番１
	4,032.84㎡
	令和2年12月22日
	東大阪市


【根拠法令等：大阪府公有財産規則】　
　（２）府営住宅用地とするため、吹田市と都市計画法第40条の規定による帰属を行った。

　　（帰属した土地）

	住宅名
	所在地
	面積（実測）
	譲渡年月日
	譲渡先

	吹田佐竹台
	吹田市佐竹台五丁目
115番９
	2,053.17㎡
	令和２年９月30日
	吹田市

	吹田高野台
	吹田市高野台四丁目１番44
	1,084.31㎡
	令和２年11月７日
	吹田市


【根拠法令等：都市計画法】　
２．その他

　　　隣接地権者との境界協議、地図訂正、地積更正、分筆登記等を行った。

【根拠法令等：大阪府公有財産規則等】
施設保全課
住宅改善グループ
大阪府営住宅ストック総合活用計画（平成28年12月改定）に基づき、今後、増加が予想される高齢者をはじめ、障がい者、子育て層など、誰もが安心して暮らせるため、中層エレベーター設置事業などバリアフリー化事業を推進した。
また、平成19年度より耐震性の低い高層住宅、平成24年度より耐震性の低い中層住宅についてそれぞれ耐震改修事業に着手し、引き続き実施した。

１．中層エレベーター設置事業の推進
既存の中層住宅では、エレベーターのないものが多数を占め、高齢者等には日々の階段の昇降は大きな負担となることからエレベーター設置を一層進めていくこととしている。令和2年度は15団地について新たに工事着手するとともに、22団地の基本設計業務の委託等を行った。
（１）事業実施状況

工事着手住宅

	住宅名
	設置基数
	事業年度
	備　考

	千代田台住宅
	5
	R2  ～  R3
	令和3年7月竣工予定

	千里桃山台住宅(１期)
	7
	R2  ～  R3
	令和3年7月竣工予定

	千里青山台住宅(２期)
	2
	R2  ～  R3
	令和3年7月竣工予定

	交野梅ヶ枝住宅(１期)
	30
	R2  ～  R3
	令和3年10月竣工予定

	岸和田田治米住宅
	15
	R2  ～  R3
	令和3年11月竣工予定

	寝屋川仁和寺住宅(１期)
	19
	R2  ～  R3
	令和4年2月竣工予定

	寝屋川点野住宅(１期)
	19
	R2  ～  R3
	令和4年2月竣工予定

	大東南郷住宅
	3
	R2  ～  R3
	令和3年11月竣工予定

	大東北新町住宅
	24
	R2  ～  R3
	令和4年1月竣工予定

	狭山住宅(2期)
	22
	R2  ～  R3
	令和4年1月竣工予定

	楠風台住宅(１期)
	12
	R2  ～  R3
	令和4年1月竣工予定

	岬深日住宅
	6
	R2  ～  R3
	令和4年1月竣工予定

	泉佐野見出住宅
	13
	R2  ～  R3
	令和4年2月竣工予定

	金岡東第３住宅(１期)
	14
	R2  ～  R3
	令和4年3月竣工予定

	清滝住宅(２期)
	12
	R2  ～  R3
	令和4年3月竣工予定

	合　計
	203
	
	


継続工事住宅
	住宅名
	設置基数
	事業年度
	備　考

	原山台５丁住宅（３期）
	16
	R1  ～  R2
	令和2年7月竣工

	貴望ケ丘住宅（１期）
	22
	R1  ～  R2
	令和3年2月竣工

	茨木郡山住宅（２期）
	7
	R1  ～  R2
	令和3年1月竣工

	新檜尾台３丁住宅（２期）
	7
	R1  ～  R2
	令和3年3月竣工

	村野住宅（１期）
	30
	R1  ～  R2
	令和3年2月竣工

	貝塚三ツ松住宅（１期）
	14
	R1  ～  R2
	令和3年3月竣工

	岸和田天神山住宅
	11
	R1  ～  R2
	令和3年3月竣工

	合　計
	107
	
	


（２）関係機関との協議
自治会等からの工事に関する苦情や住替え方法等の相談への対応など、必要に応じ各種の協議を行った。
（３）基本設計業務の委託
現地調査等による法的・物理的な観点からの中層エレベーターの設置個所検討、設置計画図の作成などを行う基本設計業務の委託を行った。

	委託名称
	対象住宅
	委託金額
（税込み）
	委託期間
	契約方法

	大阪府営羽倉崎住宅外3件中層エレベーター設置事業基本設計業務
	羽倉崎住宅
泉佐野長滝住宅

泉佐野鶴原北住宅
泉佐野鶴原住宅
	13,335,300円
	R2.6.8～
R3.2.26
	一般競争
入札

	大阪府営浅香山住宅外3件中層エレベーター設置事業基本設計業務
	浅香山住宅
若松台第２住宅
宮山台第４住宅
和泉繁和住宅
	9,101,400円
	R2.6.3～
R3.2.26
	一般競争
入札

	大阪府営枚方田ノ口住宅外2件中層エレベーター設置事業基本設計業務
	枚方田ノ口住宅
東大阪加納住宅
寝屋川御幸西住宅
	7,888,100円
	R2.6.5～
R3.2.26
	一般競争
入札

	大阪府営八尾緑ヶ丘住宅外3件中層エレベーター設置事業基本設計業務
	八尾緑ヶ丘住宅
富木住宅
泉大津東助松住宅
泉大津小松住宅
	8,646,000円
	R2.6.3～
R3.2.26
	一般競争
入札

	大阪府営庭代台２丁住宅外1件中層エレベーター設置事業基本設計業務
	庭代台２丁住宅
城山台２丁住宅
	8,715,300円
	R2.6.8～
R3.2.26
	一般競争
入札

	大阪府営島本江川住宅外2件中層エレベーター設置事業基本設計業務
	島本江川住宅
松原天美住宅
羽曳野翠鳥園住宅
	9,108,000円
	R2.6.4～
R3.2.26
	一般競争
入札

	大阪府営茨木安威住宅外１件中層エレベーター設置事業基本設計（協議図面等作成）業務
	茨木安威住宅
茨木玉櫛住宅
	3,504,600円
	R2.11.17～
R3.3.18
	一般競争
入札


（４）測量業務の委託

事業に伴い必要となる測量業務の委託を行った。

	委託名称
	対象住宅
	委託金額
（税込み）
	委託期間
	契約方法

	大阪府営枚方田ノ口住宅中層エレベーター設置事業現況測量業務
	枚方田ノ口住宅
	6,118,200円
	R2.10.5～  R3.2.26
	一般競争
入札


（５）耐震診断業務の委託

事業に伴い必要となる耐震診断業務の委託を行った。

	委託名称
	対象住宅
	委託金額
（税込み）
	委託期間
	契約方法

	大阪府営門真北岸和田住宅外２件中層エレベーター設置事業耐震診断業務
	門真北岸和田住宅
寝屋川仁和寺住宅
寝屋川点野住宅
	10,316,900円
	R2.10.12～
R3.3.19
	一般競争
入札


（６）その他調査業務の委託

事業に伴い必要となる調査業務の委託を行った。

	委託名称
	対象住宅
	委託金額
（税込み）
	委託期間
	契約方法

	大阪府営茨木安威住宅外１１件アスベスト含有分析調査業務
	茨木安威住宅
東鳥取石田住宅
柏原旭ヶ丘住宅
寝屋川打上住宅
御池台２丁住宅
門真下馬伏住宅
門真北岸和田住宅

門真北島住宅
門真三ツ島住宅

千里桃山台住宅
交野梅ヶ枝住宅
河内長野三日市住宅
	1,823,800円
	R2.11.25～
R3.2.26
	一般競争
入札


（７）負担金協定の締結等

エレベーター棟設置工事に伴う設備等の工事負担金等に係る協議を関係機関と行い、協定を締結するなどして適正に工事負担金等を支出した。

	工事負担金種別
	対象住宅
	支出先
	支出金額

(税込み)

	ガス管移設工事
	茨木郡山住宅
	大阪ガス(株)
	107,000円

	ガス管移設工事
	大東北新町住宅
	
	17,453,000円

	ガス管移設工事
	枚方津田第2住宅
	
	11,193,000円

	ガス管移設工事
	茨木玉櫛住宅
	
	2,709,000円

	ガス管移設工事
	尾崎鉄筋住宅
	
	20,082,000円

	ガス管移設工事
	寝屋川秦住宅
	
	13,237,000円

	ガス管移設工事
	貝塚三ツ松住宅
	
	7,983,000円

	ガス管移設工事
	大東朋来住宅
	
	15,145,000円

	ガス管移設工事
	竹城台第４住宅
	
	13,043,000円

	ガス管移設工事
	宮山台第１住宅
	
	11,354,000円

	ガス管移設工事
	北山本住宅
	
	6,821,000円

	ガス管移設工事
	御池台２丁住宅
	
	6,899,000円

	ガス管移設工事
	桜塚住宅
	
	4,299,000円

	ガス管移設工事
	貝塚三ツ松第２住宅
	
	4,383,000円

	ガス管移設工事
	門真北岸和田住宅
	
	18,271,000円

	ガス管移設工事
	門真下馬伏住宅
	
	24,043,000円

	水道管移設工事
	貝塚久保住宅
	貝塚市水道事業
	8,850,600円

	電気設備移設工事
	南生野住宅
	関西電力送配電(株)
	35,342円

	電気設備移設工事
	大東北新町住宅
	
	3,253,962円


２．バリアフリー化事業の推進
既設の府営住宅において、住戸内や屋外のバリアフリー化を進めるため、住戸内バリアフリー化事業等を委託し、その業務の適正な執行に努めた。
（委託金額については、施設管理Ｇにおける【施設の維持管理状況】のバリアフリー化事業費による。）
また、委託事業執行の適正化を図るため、委託業者に対し、随時、調査及び指導を行うとともに、必要に応じ、関係機関との協議や地元調整を行った。
（1） 住戸内バリアフリー化事業（事業着手1,000戸：決算額　723,107,200円）
住戸内の床段差解消、手すりの設置等の設計・工事を実施した。
（2） 団地内バリアフリー化事業（1団地：決算額　806,400円）
団地内の段差解消、手すりの設置等の設計・工事を実施した。

３．耐震改修事業の推進
耐震改修は、旧耐震基準（昭和55年以前）により建設された耐震性の低い住宅を対象に、入居者の負担を軽減する観点から、住みながら実施することを基本に事業を推進している。
（１）関係機関との協議
耐震改修工事等の実施に向け、建築基準法の諸手続き等について地権者や関係自治体と各種協議を行った。
（２）協定書に基づく負担金の請求等

耐震性の不足している南生野住宅については、大阪市が施行する生野区南部地区整備事業の道路整備において除却する必要があることから、入居者は大阪市が整備した住宅に移転し、建物は大阪市の費用負担により大阪府が撤去工事等を行う旨、平成28年度に協定書を締結した。

令和2年度は撤去工事等にかかる事業負担金に関する協議を大阪市と行い、負担金の適正な請求を行った。

	負担金種別
	施行場所
	請求先
	歳入金額
(税込)

	家屋調査業務
	南生野住宅
	大阪市
	9,969,358円

	撤去工事
	南生野住宅
	大阪市
	120,400,000円

	工事監理業務
	南生野住宅
	大阪市
	7,499,800円


４．府営住宅集会所の耐震化、バリアフリー化対策
耐震性の低い既存集会所について、耐震改修を行うとともに併せてバリアフリー化を進めるため、耐震化事業及びバリアフリー化事業を委託し、その業務の適正な執行に努めた。

（委託金額は施設管理Ｇにおける【施設の維持管理状況】の維持補修費「計画修繕」に含まれる。）

（１）耐震改修事業（1団地：決算額 15,498,262円）
耐震改修工事に加えて、床段差解消、手すりの設置等の工事を実施した。令和2年度で集会
所耐震改修事業は完了。

（２）バリアフリー化事業（12団地16施設：決算額 11,255,236円）
床段差解消、手すりの設置、便器の洋式化等のバリアフリー化対応の工事を実施した。

施設管理グループ

１．府営住宅の維持保全等

府営住宅及び住宅環境の良好な維持・保全を図るため、維持補修等の業務を㈱東急コミュニティー・大阪府住宅供給公社・日本管財㈱及び近鉄住宅管理㈱などに委託し、その業務の適切な執行に努めた。

また、委託事業執行の適正化を図るため、大阪府住宅供給公社及び指定管理者に対し、随時、調査及び指導を行った。

委　託　料　計　　7,372,359,282円

【施設の維持管理状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円
	
	北摂①地区

(大阪府住宅供給公社・大阪ｶﾞｽｾｷｭﾘﾃｨｰｻｰﾋﾞｽ㈱共同体)
	枚方地区

（㈱東急
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(日本管財㈱) 
	大東朋来住宅
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門真地区
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	附帯施設維持管理
	
	
	
	
	

	
	発電機保守点検
	
	
	
	
	

	
	自家用電気工作物

保守点検
	
	
	
	
	

	
	電波障害対策施設

保守点検
	
	
	
	
	

	
	環境共生システム

保守点検
	
	
	
	
	

	
	緊急時連絡業務
	
	
	
	
	

	
	行政財産使用料支払
	
	
	
	
	

	
	公共下水道

受益者負担金
	
	
	
	
	

	
	光熱水費支払業務
	
	
	
	
	

	
	緑地保全業務
	
	
	
	
	

	
	定期点検
	
	
	
	
	

	(3)バリアフリー化

事業費
	
	
	
	
	

	(4)空家補修等事業費

	
	
	
	
	

	(5)駐車場維持管理

事業費
	
	
	
	
	

	(6)被災者用

救済措置修繕
	
	
	
	
	


　　※1：計画修繕については、管理代行で大阪府住宅供給公社に委託。

【施設の維持管理状況】
	
	北摂②地区

(㈱東急

コミュニティー)
	東大阪地区

(近鉄

住宅管理㈱)
	中･南河内地区

(㈱東急

コミュニティー)
	堺市地区

(南区除く)

(㈱東急

コミュニティー)
	泉北ﾆｭｰﾀｳﾝ地区

(大阪府住宅供給公社・日本総合住生活㈱共同体)
	泉州地区

(㈱東急

コミュニティー)

	(1)維持補修費
	755,377,588   

(管理運営業務委託料)
	537,844,944   

(管理運営業務委託料)
	905,589,555   

(管理運営業務委託料)
	772,000,666   

(管理運営業務委託料)
	893,825,620 

(管理運営業務委託料)
	1,322,676,587   

(管理運営業務委託料)

	
	一般修繕
	
	
	
	
	
	

	
	計画修繕※1
	
	
	
	
	
	

	(2)維持管理費
	
	
	
	
	
	

	
	合併式浄化槽

維持管理
	
	
	
	
	
	

	
	合併式浄化槽

余剰汚泥搬出
	
	
	
	
	
	

	
	浄化槽法定検査
	
	
	
	
	
	

	
	受水槽・

給水塔清掃等
	
	
	
	
	
	

	
	専用水道水質検査
	
	
	
	
	
	

	
	給水設備保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	消防設備点検
	
	
	
	
	
	

	
	ゴミドラム保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	昇降機保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	附帯施設維持管理
	
	
	
	
	
	

	
	発電機保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	自家用電気工作物

保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	電波障害対策施設

保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	環境共生システム

保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	緊急時連絡業務
	
	
	
	
	
	

	
	行政財産使用料支払
	
	
	
	
	
	

	
	公共下水道

受益者負担金
	
	
	
	
	
	

	
	光熱水費支払業務
	
	
	
	
	
	

	
	緑地保全業務
	
	
	
	
	
	

	
	定期点検
	
	
	
	
	
	

	(3) バリアフリー化

事業費
	
	
	
	
	
	

	(4)空家補修等事業費
	
	
	
	
	
	

	(5)駐車場維持管理費
	
	
	
	
	
	

	(6)被災者用

救済措置修繕
	
	
	
	
	
	


　　※1：住宅の計画修繕については、管理代行で大阪府住宅供給公社に委託。

（１）維持補修費

ア．一般修繕

事務処理の方針、基準等に基づき実施した。

（根拠法令等　　公営住宅法）

　　　イ．計画修繕

建設年度、補修対象経費、緊急性を勘案し策定した実施計画書に基づき実施した。

	主   要   項   目
	数 量
	金　額

	外装吹替
	3,407戸
	2,848,122,700円

	屋上防水層改修
	409戸
	85,389,200円

	昇降機地震時等対応改修
	14基
	303,645,048円

	戸開走行保護装置
	6基
	159,983,470円

	屋外給水管改修
	2,077戸
	67,335,207円

	屋内給水管改修
	2,077戸
	170,062,800円

	高置水槽改修
	2,077戸
	218,914,940円

	加圧給水設備改修
	7団地
	201,581,653円

	既存集会所整備
	13箇所 
	17,731,294円

	屋内電気設備改修
	1,345戸
	231,674,300円

	集会所耐震改修
	1箇所
	18,962,912円

	ＬＥＤ照明改修
	12,433戸
	307,402,829円

	量水器取替
	10,382戸
	408,151,957円

	その他の計画修繕
	―　
	786,112,010円

	計
	―　
	5,825,070,320円


【根拠法令等：公営住宅法、特別措置法（社会資本整備総合交付金等）】

（２）維持管理費

　　　　府営住宅の浄化槽、受水槽、昇降機等の共用施設の保守管理業務を実施した。

【根拠法令等：公営住宅法 、水道法 、水質汚濁防止法 、消防法 、建築基準法】

（３）府営住宅駐車場管理事業

府営住宅の駐車場の適正な管理を実施した。

　　　　　　　　　　　　【根拠法令等：公営住宅法、府営住宅条例、同施行規則、

大阪府営住宅駐車場の整備及び管理に関する要綱】

　　　　　　　　　　  

駐車場管理区画数及び使用料（令和２年度）

	指定管理者
	団地数
	管理区画
	駐車場使用料

	大阪府

住宅供給公社

他3社
	304団地
	70,830区画
	3,383,370,339円


（４）府営住宅駐車場の空き区画利用事業（一般開放）

府営住宅駐車場の空き区画を暫定利用するため、入居者以外の者に駐車場を利用させる目的で、サニカ（株）他37に行政財産の使用許可及び貸付を行った。

　　　　　　　　【根拠法令等：地方自治法、大阪府公有財産規則】

コインパーキング設置区画及び使用料（令和２年度）

	設置事業者
	団地数
	管理区画
	行政財産使用料

	サニカ㈱

 他2
	230団地
	2,885区画
	319,717,700円


カーシェアリング設置区画及び使用料（令和２年度）

	設置事業者
	団地数
	管理区画
	行政財産使用料

	タイムズモビリティ㈱
	20団地
	32区画
	3,930,070円


予約駐車場サービス実施区画及び使用料（令和２年度）

	設置事業者
	団地数
	管理区画
	行政財産使用料

	タイムズ24㈱
他2
	63団地
	389区画
	4,698,300円


暫定利用区画数及び使用料等（令和２年度）

	貸付者
	団地数
	管理区画
	行政財産使用料及び貸付料

	豊中市立

北丘小学校他30
	32団地
	371区画
	28,792,530円


２．火災共済及び汚水処理施設の費用徴収事務

　　府営住宅の火災共済を公益社団法人全国公営住宅火災共済機構に加入し、分担金の支出及び共済金等請求事務を行った。

（１）火災共済

府営住宅の火災による損害等に対する救済を図るため、公益社団法人全国公営住宅火災共済機構に加入し、加入及び共済金等請求事務を行った。

　　　

ア．火災共済加入処理状況

　　　　（ア）公営住宅

	加入年月日
	共済掛け金
	共済責任額
	加入戸数

	令和2年4月１日
	13,135,372円
	119,413,121,000円
	10,917戸


（イ）特定公共賃貸住宅

	加入年月日
	共済掛け金
	共済責任額
	加入戸数

	令和2年4月１日
	265,372円
	 2,412,495,000円
	203戸


イ．火災共済請求事務処理状況

	　
	火災共済給付金

	交付件数
	5件

	交付金額
	21,450,000円


（２）汚水処理施設の費用徴収

府営住宅の入居者以外の者が府の特殊浄化（汚水処理）施設に放流した時にそれに係る弁償額を当該市町村の下水道料金等に準じて費用を徴収している。

	住　　宅　　名
	調　　定　　額

	佐野泉陽ケ丘住宅
	270,006円


資産活用グループ

用地管理事業

府営住宅敷地及び分譲住宅残地等の適正な管理に努めるとともに、敷地使用及び建物に関する適正な指導、許可等の事務等を行った。
１．府営住宅敷地等管理
　(１)敷地使用許可等状況
(単位：件)　　
	区　分
	繰　越
	受　理
	処　理
	未処理
	返れい

	電力柱等設置
	0
	新・変：51
	51
	0
	0

	
	
	継：  　 0
	
	
	

	電話柱等設置
	0
	新･変： 25
	25
	0
	0

	
	
	継：   　0　　  
	
	
	

	ガス管等設置
	0
	新･変： 47
	47
	0
	0

	
	
	継：   　 0
	
	
	

	公共上下水道管等設置
	0
	新･変：　17
	127
	0
	0

	
	
	継：  　110
	
	
	

	電気通信設備等設置
	0
	新･変： 113
	401
	0
	0

	
	
	継：　　288
	
	
	

	自動販売機設置
	0
	新：　   55
	131
	0
	0

	
	
	継：　  76
	
	
	

	その他
	0
	新･変：49
	198
	0
	0

	
	
	継：    149
	
	
	

	工事施行承諾
	0
	新：　  383
	383
	0
	0

	
	
	継：  　　0
	
	
	

	住宅内通路通行承諾
	0
	新：　   5
	5
	0
	0

	
	
	継：  　　0
	
	
	

	計
	0
	新･変：745
	1,368
	0
	0

	
	
	継：   623
	
	
	


【根拠法令等：地方自治法、大阪府公有財産規則】
(２)土地境界確定協議書等処理状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位：件)
	区　分
	繰　越
	受　理
	処　理
	未処理
	返れい

	府が申請書を受理
	0
	30
	30
	0
	0

	府が申請書を提出
	0
	 4
	4
	0
	0

	対側・隣接地等承諾
	0
	13
	13
	0
	0

	原本証明
	0
	6
	6
	0
	0

	計
	0
	53
	53
	0
	0


【根拠法令等：大阪府公有財産規則】　　
２．団地施設使用料等
　　府営住宅敷地の使用許可及び貸付けに係る使用料・賃付料を徴収した。
(１)使用料
	年度
	項　　目
	調　定　額(円)
	収入済額(円)

	令和2年度
	団地内施設使用料
	121,142,310
	（1533）
	121,141,670
	（1533）

	令和元年度
	団地内施設使用料
	121,664,640
	（1556）
	121,662,720
	（1556）

	平成30年度
	団地内施設使用料
	143,333,880
	（1679）
	143,333,240
	（1679）


(    )内は、調定件数(単位：件)
　【根拠法令等：地方自治法、行政財産使用料条例、大阪府公有財産規則】　　
(２)貸付料
	年度
	項　　目
	調　定　額(円)
	収入済額(円)

	令和2年度
	不動産貸付料収入
	115,621,900
	(18)
	115,621,900
	(18)

	令和元年度
	不動産貸付料収入
	125,123,030
	(32)
	125,123,030
	(32)

	平成30年度
	不動産貸付料収入
	124,239,940
	(30)
	124,239,940
	(30)


(    )内は、調定件数(単位：件)　　　　

　　【根拠法令等：地方自治法、大阪府公有財産規則】　　
３．管理センター区域別取扱い状況
	区分
区域
	電力柱等
設　　置
	電話柱等
設　　置
	ガス管等
設　　置
	公共上下水
道管等設置
	電気通信
設備等設置
	自動販売機
設　　　置

	
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理

	千里
	11
	11
	3
	3
	16
	16
	3
	3
	36
	36
	6
	6

	高槻
	5
	5
	0
	0
	3
	3
	12
	12
	50
	50
	9
	9

	藤井寺
	7
	7
	3
	3
	9
	9
	27
	27
	81
	81
	19
	19

	堺東
	8
	8
	8
	8
	0
	0
	14
	14
	26
	26
	14
	14

	泉北ﾆｭｰﾀｳﾝ
	8
	8
	3
	3
	2
	2
	5
	5
	54
	54
	12
	12

	泉大津
	6
	6
	4
	4
	6
	6
	31
	31
	80
	80
	36
	36

	大東朋来
	0
	0
	1
	1
	3
	3
	2
	2
	2
	2
	0
	0

	寝屋川
	2
	2
	1
	1
	5
	5
	19
	19
	30
	30
	13
	13

	布施
	1
	1
	0
	0
	0
	0
	2
	2
	11
	11
	6
	6

	枚方
	3
	3
	1
	1
	3
	3
	11
	11
	29
	29
	15
	15

	村野
	0
	0
	1
	1
	0
	0
	1
	1
	2
	2
	1
	1

	計
	51
	51
	25
	25
	47
	47
	127
	127
	401
	401
	131
	131


	区分
区域
	その他
	工事施行
承　　諾
	住宅内通路
通行承諾
	計

	
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理

	千里
	20
	20
	33
	33
	0
	0
	128
	128

	高槻
	23
	23
	49
	49
	0
	0
	151
	151

	藤井寺
	40
	40
	81
	81
	0
	0
	267
	267

	堺東
	13
	13
	39
	39
	0
	0
	122
	122

	泉北ﾆｭｰﾀｳﾝ
	3
	3
	107
	107
	0
	0
	194
	194

	泉大津
	37
	37
	38
	38
	1
	1
	239
	239

	大東朋来
	2
	2
	0
	0
	0
	0
	10
	10

	寝屋川
	28
	28
	19
	19
	3
	3
	120
	120

	布施
	8
	8
	4
	4
	1
	1
	33
	33

	枚方
	20
	20
	13
	13
	0
	0
	95
	95

	村野
	4
	4
	0
	0
	0
	0
	9
	9

	計
	198
	198
	383
	383
	5
	5
	1,368
	1,368


用地活用推進事業
府営住宅のうちから活用可能財産を掘り起こし、積極的に有効活用（売却・貸付等）を行った。
１　用地の処分等
(１)府営住宅建替事業により創出した用地をPFI事業により民間事業者に処分した。

	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	処分価格(円)
	処分年月日
	処分先

	吹田佐竹台
	吹田市佐竹台五丁目115番12
	16,604.22
	1,811,788,933
	令和3年3月12日
	関電不動産開発㈱


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【根拠法令等：公営住宅法等】　
(２)府営住宅の低未利用地を条件付一般競争入札等により民間事業者に処分した。

	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	処分価格(円)
	処分年月日
	処分先

	富田林清水
	富田林市清水町141番8
	1,422.74
	60,010,000
	令和3年3月24日
	㈲ミノリホー、ム、㈲クーボ


【根拠法令：公営住宅法等】　

 (３)府営住宅建替事業により創出した用地を随意契約で処分した。

	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	処分価格(円)
	処分年月日
	処分先

	羽曳野古市
	羽曳野市南古市二丁目1428番6
	55.69
	4,455,200
	令和3年3月18日
	大阪瓦斯㈱

	東大阪春宮
	東大阪市荒本北三丁目155番2
	3,526.22
	539,510,000
	令和3年3月22日
	東大阪市


【根拠法令：公営住宅法等】　

(４)府営住宅の低未利用地等を随意契約で処分した。

	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	処分価格(円)
	処分年月日
	処分先

	枚方東牧野
	枚方市東牧野町130番11、14
	15.89
	656,257
	令和2年5月29日
	隣接者

	瓜破西
	大阪市平野区瓜破西一丁目125番2
	23.17
	3,730,000
	令和2年6月30日
	大阪瓦斯㈱

	（元）中浜（払下げ残地）
	大阪市東成区中本一丁目12番54
	21.47
	4,929,000
	令和2年7月21日
	隣接者

	（元）桃ケ丘（払下げ残地）
	大阪市東淀川区東中島四丁目796番71
	3.70
	221,678
	令和2年7月28日
	隣接者

	（元）南今福（払下げ残地）
	大阪市城東区今福南四丁目13番49
	12.20
	957,719
	令和2年9月25日
	隣接者

	（元）南今福（払下げ残地）
	大阪市城東区今福南四丁目13番50
	11.77
	916,952
	令和3年1月18日
	隣接者

	（元）南今福（払下げ残地）
	大阪市城東区今福南四丁目17番9
	32.18
	2,849,000
	令和3年3月30日
	隣接者

	（元）桃ケ丘（払下げ残地）
	大阪市東淀川区東中島四丁目796番64
	3.70
	221,630
	令和3年3月31日
	隣接者


【根拠法令：公営住宅法等】　

２．用地の貸付
府営住宅用地の貸付に係る賃付料を徴収した。
	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	年間貸付料(円)
	備　　考

	東大阪春宮
	東大阪市荒本北
33番1の一部
	22,348.86
	168,282,900
	不動産貸付収入(定期借地)

	枚方船橋
	枚方市南船橋一丁目1482番3外3筆の一部
	902.19
	4,995,500
	不動産貸付収入(定期借地)

	高倉台第1
	堺市南区高倉台一丁3番2の一部
	1,050.98
	18.357,800
	不動産貸付収入(定期借地)

	八尾緑ヶ丘
	八尾市緑ケ丘一丁目117番9
	443.79
	2,536,690
	不動産貸付収入(定期借地)


【根拠法令等：地方自治法等】　
３．不動産鑑定評価
用地処分等のために、土地不動産鑑定評価を行った。

	内　　　　容
	件　　　　数
	契約金額計（円）

	土地不動産鑑定評価
	9件
	3,344,000


【根拠法令等：大阪府公有財産規則】

